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令和6年度 税制改正大綱 ～消費税～ 

令和6年度税制改正大綱が公表されました。その改正内容のうち、消費税の改正の概要についてお知らせいたします。 
＜消費課税＞ 

１ プラットフォーム課税の導入 
(1) 特定プラットフォーム事業者の位置付け 

国外事業者がデジタルプラットフォームを介して行う電気通信利用役務の提供（事業者向け電気通信利用役務の
提供に該当するものを除く。）のうち、下記(2)の指定を受けたプラットフォーム事業者を介してその対価を収受す
るものについては、特定プラットフォーム事業者が行ったものとみなす。  

(2) 特定プラットフォーム事業者の指定 
国税庁長官は、プラットフォーム事業者のその課税期間において上記(1)の対象となるべき電気通信利用役務の提

供に係る対価の額の合計額が 50 億円を超える場合には、当該プラットフォーム事業者を特定プラットフォーム事
業者として指定する。  

(3) 特定プラットフォーム事業者の申告義務 
上記(2)の要件に該当する者は、その課税期間に係る確定申告書の提出期限までにその旨を国税庁長官に届け出な

ければならない。  
(4) 特定プラットフォーム事業者の公表等 

国税庁長官は、特定プラットフォーム事業者を指定したときは、当該特定プラットフォーム事業者に対してその
旨を通知するとともに、当該特定プラットフォーム事業者に係るデジタルプラットフォームの名称等についてイン
ターネットを通じて速やかに公表するものとし、指定を受けた特定プラットフォーム事業者は、上記(1)の対象とな
る国外事業者に対してその旨を通知するものとする。  

(5) 確定申告書に明細書を添付 
特定プラットフォーム事業者は、確定申告書に上記(1)の対象となる金額等を記載した明細書を添付するものとす

る。  
（注）上記の改正は、令和７年４月１日以後に行われる電気通信利用役務の提供について適用することとし、特定

プラットフォーム事業者の指定制度に係る事前の指定及び届出については、所要の経過措置を講ずる。  
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２ 国外事業者に係る事業者免税点制度の特例の見直し 
  いわゆる「納税なき控除」を防止するため、国外事業者に係る事業者免税点制度の適用を次のように制限する。 
(1) 特定期間における課税売上高による納税義務の免除の特例 

特定期間における課税売上高による納税義務の免除の特例について、課税売上高に代わり適用可能とされている
給与支払額による判定の対象から国外事業者を除外する。  

(2) 1,000 万円以上の新設法人に対する納税義務の免除の特例 
1,000 万円以上の新設法人に対する納税義務の免除の特例について、外国法人は基準期間を有する場合であって

も、国内における事業の開始時に本特例の適用の判定を行う。  
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(3) 資本金 1,000 万円未満の特定新規設立法人に対する納税義務の免除の特例 
資本金 1,000 万円未満の特定新規設立法人に対する納税義務の免除の特例について、本特例の対象となる特定新

規設立法人の範囲に、その事業者の国外分を含む収入金額が 50 億円超である者が直接又は間接に支配する法人を
設立した場合のその法人を加えるほか、上記(2)と同様の措置を講ずる。  

（注）上記の改正は、令和６年 10 月１日以後に開始する課税期間から適用する。  
３ 国外事業者に係る簡易課税制度等の見直し 

その課税期間の初日において所得税法又は法人税法上の恒久的施設を有しない国外事業者については、簡易課税
制度の適用を認めないこととする。 
また、適格請求書発行事業者となる小規模事業者に係る税額控除に関する経過措置の適用についても同様とする。  

（注）上記の改正は、令和６年 10 月１日以後に開始する課税期間から適用する。  
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４ 外国人旅行者向け免税制度（輸出物品販売場制度）の抜本的な見直し 
外国人旅行者向け免税制度については、制度が不正に利用されている現状を踏まえ、免税販売の要件として、新

たに政府の免税販売管理システムを通じて取得した税関確認情報（仮称）の保存を求めることとし、外国人旅行者
の利便性の向上や免税店の事務負担の軽減に十分配慮しつつ、空港等での混雑防止の確保を前提として、令和７年
度税制改正において、制度の詳細について結論を得る。  

（注）上記の「税関確認情報（仮称）」とは、免税店で免税購入対象者が免税購入した物品を税関長が国外に持ち出す
ことを確認した旨の情報をいう。 
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５ 外国人旅行者向け免税制度に係る仕入税額控除制度の適用の見直し 

外国人旅行者向け消費税免税制度により免税購入された物品と知りながら行った課税仕入れについては、仕入税
額控除制度の適用を認めないこととする。 

（注）上記の改正は、令和６年４月１日以後に国内において事業者が行う課税仕入れについて適用する。 
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